
 

 

 

令和２年度 第７回 
 

政策会議 

概 要 

メンバ ー :市長･副市長･副市長･教育長・会計管理者･ 

総合政策部長・行政管理部長･財務部長･市民生活部長･ 

産業文化スポーツ部長・子ども家庭部長･福祉保健部長･ 

保健医療担当部長･まちづくり部長･基盤整備担当部長･ 

環境下水道部長･ごみ減量化担当部長･公営競技事業部長･ 

教育委員会事務局教育部長･議会事務局長  

開催日時: 

Ｒ2年8月20日（木） 

09：10～11：10 

開催場所: 

市長応接室 

（幹   事）企画政策課長・秘書課長・広報課長・行政経営課長・人事課長・財政課長 

（ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ）総務課長・まちづくり推進課長  

（書   記）企画調整係長 

 

＜協議＞ 

１ 総合政策部 

 （１）立川市市民生活支援給付金事業について（案） 

  国の「特別定額給付金」に加え、新型コロナウイルス感染症にかかる市民の身体 

的・精神的損害に対する見舞いとして実施する「立川市市民生活支援給付金事業」 

について説明を行った。 

標記の件について協議を行った結果、原案を了承した。 

 （２）立川市施設整備計画素案（ドリーム学園・健康会館版）について 

  再編個別計画で前期検討対象施設のドリーム学園と健康会館について、再編方針 

や複合施設整備計画などを整理した施設整備計画の素案について説明を行った。 

標記の件について協議を行った結果、原案を了承した。 

 （３）若葉町まちづくりワークショップについて 

  「若葉町まちづくり方針」を策定する上での参考とするため、若葉町まちづくり 

ワークショップを行うことについて説明を行った。 

標記の件について協議を行った結果、原案を了承した。 

２ 産業文化スポーツ部 

（１）旧多摩川小学校有効活用事業 事業者の更新について 

  平成27年８月より「たちかわ創造舎」として、民間事業者のノウハウやネットワ 

ークを生かした多様な事業を展開してきたが、令和３年３月31日をもって施設の貸 

付期間が満了を迎えるため、事業者の更新に向けた方向性について説明を行った。 

標記の件について協議を行った結果、原案を了承した。 

３ 子ども家庭部 

 （１）児童発達支援センターについて 

  立川市施設整備計画の素案（ドリーム学園・健康会館版）において、子育て支援 

拠点として発達支援機能等を掲げ、事業を進めることとしている「児童発達支援セ 

ンター」の考え方について説明を行った。 

標記の件について協議を行った結果、原案を了承した。 

 （２）学童保育所における風水害発生時等の対応について 

  台風や豪雨等に伴う気象情報や避難情報の発令時、学童保育所には、児童や職員 

の生命と身体の安全を守るための早急な対応が求められるため、その基準について 



 

 

 

説明を行った。 

標記の件について協議を行った結果、原案を了承した。 

（３）市内保育施設における風水害発生時等の対応について 

台風や豪雨等に伴う気象情報や避難情報の発令時、保育施設には、園児や職員の 

生命と身体の安全を守るための早急な対応が求められるため、その基準について説 

明を行った。 

標記の件について協議を行った結果、原案を了承した。 

４ 福祉保健部 

 （１）（仮称）地域福祉アンテナショップ 先行実施について 

  立川市第４次地域福祉計画、第５次立川あいあいプラン21において重点取組事 

項・重点推進事項としている（仮称）地域福祉アンテナショップの設置に向けた先 

行実施について説明を行った。 

標記の件について協議を行った結果、原案を了承した。 

５ まちづくり部 

（１）南口デッキエレベーター改修工事（発電機設置場所） 

  立川駅南口デッキエレベーター改修工事に伴う発電機の設置について、代替案と 

して、可動式の自家発電機を整備することについて説明を行った。 

標記の件について協議を行った結果、原案を了承した。 

６ 環境下水道部 

 （１）立川市環境保全推進本部設置要綱の改正について 

  立川市環境保全推進本部について、全庁的な施策を評価するため、要綱を改正す 

ることについて説明を行った。 

標記の件について協議を行った結果、原案を了承した。 

 （２）立川駅周辺喫煙所の設置検討状況について 

  受動喫煙の防止や特定地区内の喫煙禁止等につなげるため、立川駅周辺における 

喫煙所の設置について、地域説明や警察消防との協議状況について説明を行った。 

標記の件について協議を行った結果、原案を了承した。 

７ 教育部 

（１） 立川市新学校給食共同調理場の整備について 

新学校給食共同調理場の整備における特定事業の選定について説明を行った。 

標記の件について協議を行った結果、原案を了承した。 

 

 

以上 


